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美浜３号機事故調査委員会並びに原子力安全・保安院へ 

沸騰水型原発(ＢＷＲ)現地及び消費地の市民団体からの要請書 

 

ＢＷＲ現地及び消費地の十六団体 

２００４年９月２３日 

 

 総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会美浜発電所３号機２次系配管破損事

故調査委員会委員のみなさま並びに事務方の原子力安全・保安院のみなさまへ 

 美浜原発３号機の事故に際しては、ＰＷＲのみならず、ＢＷＲにおいても配管の減肉

管理のあり方が改めて問い直されています。 

 東北電力への市民団体の質問により、女川原発２号機において１９９６年と９８年に

対策材における激しい減肉が見つかっていたことがはじめて公になったのは９月７日で

した。減肉事例は、減肉の程度からいっても、「対策材」において発生したという事実か

らいっても、現在の減肉についての管理指針の妥当性に、正面から疑問を投げかけるも

のとなっています。またこの驚くべき事例が、１９９６年の当時はおろか、美浜原発３

号機の事故後においても、貴院によって把握されることがなかったという点も問題では

ないでしょうか。この点は、管理指針の分析にあたり、必要不可欠であるはずの減肉の

実態の把握が全く不十分であることを端的に示すものとなっています。さらに、ＢＷＲ

各社の減肉についての管理指針の分析を課題に含めて検討しておられる貴委員会が、こ

の減肉事例について全く議論しないままに、「中間とりまとめ」を行おうとしていること

も、わたしたちには奇異に思えてなりません。 

ＢＷＲの現地及び消費地より、ＢＷＲ各社の減肉についての管理指針の分析にあたっ

ては、減肉の実態をきちんと把握し、女川原発２号機の事例を含め、以下に挙げる点を

十分に考慮されるよう要請します。貴院は中間とりまとめ案の提示に際して、「ＢＷＲに

ついては…現在の管理手法で特に問題となるものではないと考える」との文言を削除し

ましたが、今後とも、このような安易な結論を下すことの決してないよう、また、「…概

ね適切である。しかしながら…」といった表現でお茶を濁すようなことのないよう、重

ねてお願い致します。 

 

要 請 事 項 

１．東北電力女川原発２号機において、１９９６年と９８年に発見されていた対策材に

おける激しい減肉事例について、以下の点を含め徹底した調査、検討を行って下さい。 

 

 ① 対策材において激しい減肉が発生した詳細な状況と原因 

 ② 減肉の程度に照らして管理指針の妥当性 

 ③ 対策材において発生したという事実に照らして管理指針の妥当性 

 ④ 東北電力が第１回定期検査時に配管を交換せずに運転を継続した理由と妥当性 

 ⑤ １９９６年の当時に当該減肉事例が貴院や他電力に伝えられなかった理由 
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 ⑥ 美浜３号機の事故後にも貴院が当該減肉事例を把握することができなかった理由 

 ⑦ 東北電力が保安院の報告徴収に対し上記事例を採用しなかった理由 

 ⑧ 他電力も含め他号機の類似部位の状況 

 ⑨ 他に激しい減肉事例や減肉による穴あき事例はないのか 

 

２．上記減肉事例について、貴院が東北電力等から得た情報を速やかに開示して下さい。 

 

３．減肉の実態の把握をきちんと行ってください。ＢＷＲ各社の管理指針の分析に当た

っては、減肉について各電力が任意に提出したデータではなく、減肉率の最も高い事

例を各電力から徴収したデータを用いてください。 

 

４．少なくとも上記の検討が終わらないうちは、ＢＷＲ各社の管理指針の分析について

安易に結論を下さないで下さい。ＢＷＲにおける減肉問題をＰＷＲの付属的な位置付

けにせず、独立した問題として正面から取り組んで下さい。 

 

要 請 理 由 

■１．について 

女川原発２号機の減肉事例は、「原子力発電を考える石巻市民の会」と「みやぎ脱原発風の会」が今

年８月１８日に東北電力に提出したによる公開質問書に対する９月７日の回答及びその後の記者の取

材によりはじめて明らかになった。 

東北電力及び女川保安検査官事務所の話によると、１９９５年７月に運転を開始した女川原発２号

機において、第１回定期検査時（９６年８～１２月）に、給水加熱器ベントオリフィス管のオリフィ

ス下流部の計４箇所で減肉が見つかった。配管は低合金鋼であった。中には１年余りの間に 3.4 ㎜も

減肉した箇所があった。減肉の進行の異常な速さにも関らず、東北電力はそのまま運転を続け、第２

回定期検査時（９８年１～３月）にようやくステンレス鋼に交換した。この時の測定値を第１回定期

検査と比較した場合も、減肉率は最大で年１㎜を超えていた。詳細は以下の通りである。 

 

女川原発２号機で見つかっていた４箇所の減肉 

配管 高圧第１給水加熱器ベント系配管 高圧第２給水加熱器ベント系配管

減肉箇所 Ａ Ｂ Ａ Ｂ 

公称肉厚 6.6 ㎜ 6.6 ㎜ 7.1 ㎜ 7.1 ㎜ 

必要最小肉厚 0.34 ㎜ 0.34 ㎜ 0.79 ㎜ 0.79 ㎜ 

第１回定期検査時肉厚 4.6 ㎜ 3.2 ㎜ 6.2 ㎜ 5.2 ㎜ 

減肉率 2.1×10-4㎜/h 3.6×10-4㎜/h 0.9×10-4㎜/h 2.0×10-4㎜/h 

余寿命 2.3 年 0.9 年 6.5 年 2.5 年 

第２回定期検査時肉厚 4.5 ㎜ 3.0 ㎜ 5.9 ㎜ 4.2 ㎜ 

減肉率 0.1×10-4㎜/h 0.2×10-4㎜/h 0.3×10-4㎜/h 1.0×10-4㎜/h 

余寿命 47 年 15 年 19 年 3.9 年 

※ 減肉率の計算に用いた累積時間は東北電力の管理方法に基づき、営業運転開始後の日暦と時間稼動率から求めた。 
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■１．①について 

 ＢＷＲ各社はＰＷＲ管理指針に準じた管理方針を各社が独自に決めている。東北電力が保安院に提

出した調査結果によると、東北電力においては低合金鋼も管理の対象に含めている。それでも「減肉

が起こりにくい」という扱いで、サンプリングした上で最大１０定検毎に測定すればよいことになっ

ている。 

東北電力はなぜ第１回定検にこの箇所を調べることができたのか？原子力発電情報公開ライブラリ

ーの事故・故障データベースに、女川原発１号機における以下のような減肉事例がある。 

 

女川発電所１号機 １９８９年５月２２日 

事象発生

時の状況 

第５回定期検査中、高圧第１給水加熱器Ａのベントオリフィス管オリフィス下流部（公

称肉厚 6.0 ㎜）に減肉箇所（測定肉厚最小 3.5 ㎜）が認められた。そのため，同一設計

条件となっている高圧第１給水加熱器Ｂのベントオリフィス管オリフィス下流部の肉

厚測定を追加実施したところ，同様に減肉箇所（測定肉厚最小 3.5 ㎜）が認められた。

原因調査

の概要 

減肉の認められたベントオリフィス管を外して半割にし、外観調査を実施したところエ

ロージョン・コロージョンによると見られる減肉が認められた。 

事象の原

因 

高圧第１給水加熱器内の湿り蒸気が不凝縮性ガスとともにベントオリフィス管に至り、

オリフィス前後の圧力差で高速の流体となりオリフィス下流部の管壁に衝突しエロー

ジョン・コロージョンが発生し減肉したものと推定される。 

再発防止

対策 

・今定期検査における対策…高圧第１給水加熱器Ａ、Ｂのベントオリフィス管を同一材

質の新管に取替えた。 

・恒久対策…次回定期検査時に高圧第１給水加熱器Ａ、Ｂのベントオリフィス管を耐食

性のある低合金鋼の新管に取替る。 

 

 高圧給水加熱器ベントオリフィス管オリフィス下流部といえば、女川原発２号機の事例と全く同じ

箇所である。そのため東北電力に確認したところ、東北電力は、上記の女川原発１号機の事例があっ

たために、女川原発２号機でも同一箇所を測定したと回答した。上記事例がなければ、２号機の当該

箇所は、点検することなく運転を継続していたかもしれない。 

 上記の類似事例は、女川原発２号機の事例の原因もエロージョン・コロージョンであることを示唆

している。ところが市民が同席した議員レクの場で保安院は、２号機の事例がエロージョン・コロー

ジョンではない可能性を示唆した。その根拠は何か？そこに女川の事例を美浜の件と切り離そうと言

う意図はないのか？いずれにしろ原因の解明が必要である。 

 

■１．②について 

 減肉事例は、特に公称肉厚と第１回定期検査時の測定値から算出した減肉率が大きく、軒並み管理

指針の初期設定の最大値を超えている。第２回定期検査時の測定値と第１回定期検査時の測定値から

算出した減肉率についても、最大で 1.0×10-4㎜/h となっており、管理指針の初期設定値の最大値に

迫るものとなっている。 

 

■１．③について 

 これらの減肉が発生した箇所が「炭素鋼」ではなく、減肉が起こりにくい材料とされていた「低合
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金鋼」の配管である点も問題である。炭素鋼を低合金鋼にすることは、「恒久対策」とされていたもの

で、今でもそのような扱いになっている。管理指針は炭素鋼だけを対象にし、対策材である低合金鋼

は指針の適用外になっている。この点からも、事例は管理指針の限界を示すものとなっている。 

 

■１．④について 

 女川原発２号機で見つかっていた４箇所の減肉のうち、第１回定期検査にもっとも減肉率が高いも

のについて、必要最小肉厚の 0.34 ミリに至る余寿命を計算すると 0.9 年となる。よって第１回定期検

査の時点で、この配管は一年ともたず、次の定期検査までに必要肉厚を切ってしまう可能性が高いと

判断されることになる。 

ところが東北電力はこの配管を交換せずに運転を続け、第２回の定期検査でようやくステンレス鋼

に交換している。すぐに同じ配管と交換した１号機の事例と同じ対応すらしていない。必要最小肉厚

を切る可能性を承知のうえで次回まで交換をしなかったのであれば、その判断の妥当性が問題となる。 

 

■１．⑤について 

 「対策材における激しい減肉」という驚くべき事例にも関らず、当時保安院にも他電力にも知らさ

れた形跡はない。保安院は「９月８日の報道ではじめて知った」と答えているし、東電も「知らなか

った」と述べている。この点は、原子力発電情報公開ライブラリーに掲載され、電力間で情報が共有

されている女川原発１号機の減肉事例とも大きく異なる。 

 東北電力とメーカーは、「対策材」における減肉という、起こってはならない現象に頭をかかえ、国

にも知らせず、秘密裏に、危険を承知の運転をした後に、ステンレス鋼への交換という「対策の対策」

を進めていたのではないか。もしそうであれば、危険を承知でひび割れを放置しての運転を続け「予

防保全」という名目でシュラウドや配管を交換していた東電不正事件と同じ構図ではないか。 

 

■１．⑥について 

美浜原発３号機の事故後１ヶ月近く経ち、事故調査委員会で議論が継続し、電力各社に対する調査

が行われていながら、保安院がこの事例を把握することができず、市民団体の質問に対する回答が報

道されてはじめて目にするというのは異常なことではないか。昨年１０月の改正電気事業法の施行に

よっても、情報が共有化されない実態は一向に変わっていないのではないか。 

 

■１．⑦について 

保安院が美浜３号機事故後の８月１１日に各電力に発した報告徴収に対し、各電力は減肉事例を添

付した調査報告を提出したが、東北電力が女川原発２号機の減肉事例として添付したものは、問題と

なっている激しい減肉事例ではなかった。東北電力はなぜこの事例を採用しなかったのか。問題の事

例を故意に避け、無難な事例を選択したのではないか。他電力も同様に無難な事例を選択していたこ

とを示すものではないか。保安院の報告徴収のやり方に問題があったとしか考えられない。 

 

■１．⑧について 

同様な減肉による破損を防ぐためにも、直ちに類似部位の調査をすべてのＢＷＲにおいて行うべき

である。 
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■１．⑨について 

女川原発では、２０００年９月に、運転中の１号機の復水系の配管に減肉のために小さな穴が開き、

冷却水が漏れる事態が発生している。減肉が激しく進んだ事例や穴が開くに至った事例は他にないの

か。上記の穴あき事例は点検の対象外の部位であったが、ＢＷＲでは多くの箇所で行われている代表

部位のみの点検というやり方で本当に安全管理ができるのか。実態を把握した上で検討すべきである。 

 

■２．について 

東北電力は、今月９日、定期検査中の女川原発３号機を、配管肉厚の追加測定は一切行なわないま

ま起動させた。２号機の異常な減肉が明るみに出る中、それについて地元市町や宮城県当局に報道内

容を追認する程度の口頭説明しか行なわずに、である。 

東北電力は保安院に提出する資料を作成中とのことだが、保安院は中間とりまとめ前に同電力に資

料を提出させ、速やかにそれを開示すべきである。 

 

■３．について 

保安院は第３回事故調資料３－１－３において、「ＢＷＲ配管に係る減肉」について、「ＢＷＲ各プ

ラント測定データの分析」を行い、「ＢＷＲの減肉については、全体としてＰＷＲより少ない傾向にあ

り、現在の管理手法で特に問題となるものはないと考える。」と結論している。ＢＷＲについて保安院

が分析して得た数値は、減肉率が 0.01～0.40×10-4 ㎜/h の範囲にあり、減肉率平均値を 0.13×10-4

㎜/h としている。この数値は管理指針の初期設定値を下回り、ＰＷＲについて保安院が算出した減肉

率平均値 0.26×10-4㎜/h も下回っている。 

 ところが、女川原発２号機の事例について算出される減肉率は、先に示したように保安院の分析と

は全く異なる。それだけでなく、先の女川原発１号機の事例や原子力発電情報公開ライブラリーにあ

る別の東電の減肉事例についても、減肉率を算出してみると保安院の分析した値とは異なる値となる。

例えば、１９８７年に福島第一原発１号機で見つかった原子炉給水ポンプ流量計下流部減肉について、

減肉率を計算すると 0.58×10-4㎜/h と値となる。保安院が分析に使ったデータは現実を反映している

とはいえない。 

 なぜ保安院の分析が現実を反映していないのか？問題は保安院のデータの集め方にある。保安院が

用いたデータは、美浜３号機を除き、８月１１日付けで保安院が出した報告徴収に対し各電力が提出

した調査報告に、各号機につき１例ずつ添付されていたものである。この報告徴収は、点検リスト漏

れの有無を報告することが目的であり、減肉の実態を把握するものではなかった。市民が同席した議

員レクの場で保安院は、点検例の添付の指示は口頭で行ったもので、「このときは、そのデータを使っ

て減肉率の評価をしようなどというつもりはまったくなかった」、「たまたま出てきたデータが管理指

針の範囲内におさまっていただけ」と説明している。 

 どの事例にするのかは電力会社に任されていた。東電は「東電の自主的な判断で、手近にある最近

の測定事例から選んだ。」と言っている。高い減肉率の例がないとの保証はなく、むしろ電力会社が、

高い減肉率の例を避けて無難な例を出したとみるべきであろう。この点は、東北電力が女川原発２号

機の問題の減肉事例を避けて、無難なデータを出したという一点により明白である。このようなやり

方で集めたデータが、管理指針の範囲内に収まっているのははじめから決まっているようなものであ

り、出来レースと言われても仕方がない。 

管理指針の分析にあたり必要不可欠な減肉の実態は全く不十分である。保安院及び事故調査委員会



 6

は、ＢＷＲ各電力に対し、改めて最も高い減肉率の例を出させる報告徴収をかけた上で、集まったデ

ータを女川原発２号機の減肉事例を含めた検討を行うべきである。そうでないと管理指針の妥当性な

ど確認できない。 

 

■４．について 

 第３回事故調資料３－１－３の「ＢＷＲの減肉については、全体としてＰＷＲより少ない傾向にあ

り、現在の管理手法で特に問題となるものではないと考える。」との文言については、第４回の「中間

とりまとめに記載する事項について」では、ほぼそのままであったが、９月１７日の第５回で提示さ

れた中間とりまとめ案では、「…調査した結果、ＢＷＲの減肉率はＰＷＲを下回っている。」と保安院

の分析結果を述べるにとどまり、「現在の管理手法で問題となるものではない」との文言が削除された。

この文言は削除されてしかるべきであるが、削除されたのは、女川原発２号機の事実によるものとし

か考えられない。 

 一方で、中間とりまとめ案はおろか、事故調査委員会のどの資料をめくっても女川２号機の減肉事

例は出てこない。事故調査委員会で女川の事例が議論されることはなかった。 

 事故調査委員会が、ＢＷＲ各社の減肉についての管理指針の妥当性を検討課題に含めている以上は、

女川原発２号機の事例について詳細に検討するのは当然であり、これの検討もない状況では、中間と

りまとめを行う意味はないと考える。 

 今後も、「現在の管理手法で問題となるものではない」といった安易な結論を下すべきではないし、

「同指針は概ね管理手法として適切であると考えられる。しかしながら…」といった表現でお茶を濁

すようなことも許されない。減肉の実態をきちんと把握した上で、これと正面から向き合うべきであ

る。 

 また、女川原発２号機の事例に鑑み、ＢＷＲにおける減肉問題をＰＷＲの付属的な位置付けにする

のではなく、独立の問題として扱うべきである。 

以上 

宮城県 原子力発電を考える石巻市民の会 

みやぎ脱原発風の会 

福島県 脱原発福島ネットワーク 

新潟県 柏崎原発反対地元三団体 

みどりと反プルサーマル新潟県連絡会 

プルサーマルを考える柏崎刈羽市民ネットワーク 

静岡県 浜岡原発を考える静岡ネットワーク 

茨城県 脱原発とうかい塾 

島根県 島根原発増設反対運動 

石川県 能登原発差止訴訟原告団 

愛知県 核のゴミ・キャンペーン・中部 

首都圏 原子力資料情報室 

ストップ・ザ・もんじゅ東京 

東京電力と共に脱原発をめざす会 

核燃とめておいしいごはん 

福島老朽原発を考える会 
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  ＜連絡先＞       〒164-0003 東京都中野区東中野１－５８－１５－３Ｆ 

TEL03-5330-9520 FAX03-5330-9530 

原子力資料情報室／伴 英幸 

 

〒162-0825 東京都新宿区神楽坂２－１９銀嶺会館４０５号ＡＩＲ気付 

TEL03-5225-7213 FAX03-5225-7214 

福島老朽原発を考える会／阪上 武 
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２ 次系配管「管理指針」の評価に関しては、 

配管の減肉率が最大となるデータを用いて評価し直すことを求める 

要    請    書 

 

美浜発電所３号機二次系配管破損事故調査委員会 御中 

経済産業省 原子力安全・保安院 御中   

 

２００４年９月２３日 

 

 第５回美浜発電所３号機二次系配管破損事故調査委員会に原子力安全・保安院

から提出された美浜３号機事故に関する「中間とりまとめ（案）」（資料５－１

－５）においては、「ＰＷＲ管理指針」の評価が行われています。そこでは、「実

績減肉率は、『ＰＷＲ管理指針』に規定されている初期設定減肉率を一部を除き

下回っており、同指針に規定された初期設定減肉率は概ね妥当なものと評価され

る」と記述されています（９頁）。これが、「中間とりまとめ（案）」のＰＷＲ

管理指針に関する基本的な評価であると伺えます。 

その判断の根拠となっている実績減肉率のデータとは、保安院が８月１１日付

け報告徴収によって電気事業者から集めたＰＷＲについては２１箇所及び美浜３

号機の３８箇所の減肉率データとなっています（９頁脚注10）。 

 これらの減肉率が管理指針の初期設定減肉率の範囲内にほぼ収まっているとい

うだけで、どうして「初期設定減肉率は概ね妥当なものと評価される」という一

般的な結論が出せるのでしょうか。電気事業者が提出した減肉率のデータは、１

号機１部位というだけでなく、どの部位を選ぶかは電気事業者の裁量に完全に委

ねられたのです。このことについて、９月１３日に福島みずほ議員と市民が行っ

た保安院交渉の場で、保安院・検査課の荒川統括安全審査官は、各号機につき１

例のデータを出すよう口頭で要請し、「このときは、そのデータを使って減肉率

の評価をしようなどというつもりはまったくなかった」と何の躊躇もなく述べら

れました。 

提出されたデータの減肉率がその号機で最大の減肉率になっているという保証

は何もありません。むしろ、例えば女川２号の例が示すように、電気事業者とし
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ては、極端なデータを出すのを避けたと考えるのが自然です。そうすると、提出

された減肉率が管理指針の初期設定減肉率の範囲内に収まるのはきわめて当然の

ことだと言えるわけです。 

 また、「一部を除き下回っており」という表現からして、本来安全余裕をもっ

てすべてを包絡するはずの管理指針の範囲をすでに超えている例があることを保

安院自身が認めています。すなわち、これまでの予想を上回るスピードで減肉が

進んだ例がすでに存在しているということです。それにも係わらず、「概ね妥当」

との一般的な結論がどうして出せるのでしょうか。 

今後、「中立的な機関により、透明性のあるプロセスで検討し、公開される新

しい民間指針をとりまとめる」方向が示されていますが、この方向は「同指針は

概ね管理手法として適切である」との判断を前提としています（１１頁）。今後

さらに検討をするとしても、保安院の報告収集で収集されたデータは前述のもの

しかないわけです。 

真に、現在の管理指針が妥当かどうかを判断するためには、減肉率が各号機で

最大となっている部位のデータを集める必要があるのは明らかなことです。その

ために、ぜひもう一度保安院から報告徴収をだしていただくよう要請します。 

  

要   請   事   項 

 

各号機ごとに２次系配管の減肉率が最大となっている部位のデータを電気事業

者から収集し、それを用いて「ＰＷＲ管理指針」を見直してください。 

 

２００４年９月２３日 

 

グリーン・アクション 代表：アイリーン・美緒子・スミス 

 京都市左京区田中関田町２２－７５－１０３ TEL 075-701-7223  FAX 075-702-1952 

 

美浜・大飯・高浜原発に反対する大阪の会 代表：小山英之 

 大阪市北区西天満４－３－３ 星光ビル３階 TEL 06-6367-6580  FAX 06-6367-6581 


